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１． はじめに 

高規格堤防整備事業は、人口、資産等が高密度に集

積した低平地等を抱える大河川において、堤防の決壊

に伴う壊滅的な被害の発生を回避するため、まちづく

りと一体となって幅の広い堤防を整備するものである。 

 

図－１ 高規格堤防の基本断面及び機能 1) 

 

2011 年 12 月からは「人命を守る」ということを最

重視し、整備区間 873km のうち、ゼロメートル地帯等

の約 120km に集中して事業が進められていている。 

国土交通省は、「高規格堤防の効率的な整備の推進に

向けての提言」2)を 2017 年 12 月にとりまとめており、

更なる整備推進のための具体的な推進方策の実施が求

められている。 

本稿では、20 年前に策定された「荒川沿川整備基本

構想」について、その後の社会情勢や沿川のまちづく

りの状況を踏まえて、高規格堤防整備とあわせて地域

の課題を解決するために必要な手法に関する調査研究

について報告する。 

 

２． 調査研究内容 

２－１ 沿川自治体へのまちづくりに関する調査 

 沿川市街地の課題や沿川整備基本構想の内容につい

て 2019 年に行った荒川下流部 8 自治体へのアンケー

ト調査結果をまとめると、以下のとおりとなる。 

・ 沿川市街地の課題は、「水害や地震等の災害時の避

難場所の確保」「狭隘道路・行き止まり道路の解消」

「幹線道路不足の解消」が多かった。 

・ 高規格堤防と一体的に市街地整備を推進するために

必要なことは、「必要性についての住民理解」「まちづ

くりによる地域価値向上効果に関する住民理解」「住

居仮移転を避ける住民負担の少ないまちづくり手法」

が多かった。 

・ 沿川整備基本構想に対する改善点の提案は、「災害

時と平常時の役割について、わかりやすく説明する」

「目標や方針をイラスト等でわかりやすく説明す

る」「国、都、区、住民等の役割を示す」が多かった。 

回収・整理したアンケート結果に基づき、4 自治体へ

訪問してヒアリングした結果を整理すると、地元のニ

ーズは「高規格堤防の事業範囲を明示する」「ビジョン

や構想、上位計画を示す」「国、都、区が連携する」「予

算や制度で支援する」「地域住民の理解が必要」の 5分

野になった。 

２－２ 高規格堤防整備を推進するための課題を解 

決する方法  

 上記沿川自治体へのまちづくりに関する調査結果等を

踏まえて、高規格堤防整備を推進するために地元ニーズ5

分野等へ対応する方法は、以下を提案したい。 

・水害に強い市街地づくりを住民に理解していただく

ために、ゼロメートル地帯の水害危険性と広域避難

困難性を、多くの手段を用いてわかりやすく説明する。 

・高規格堤防整備の事業範囲を図上に示し、避難高台

や垂直避難の各整備と併せて浸水時の防災効果を具

体的な地域の事例で説明する。 

・事前復興の効果を具体的に理解する必要がある。「レ
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図－２ ゼロメートル地帯「命山」イメージ

ジリエンス確保に関する技術検討委員会（2018 年 6

月：土木学会）」3)では、荒川で巨大洪水が発生した

場合の被害額は約 65 兆円と推計されている。これら

の被害想定等を用いて、効果の大きい事業であるこ

とを認識する。 

・水害対策とあわせて、地域の課題である火災対策、

地震対策、道路整備、広場の整備や交通の利便性向

上が実現できる地域ビジョンを作成し、目指すべき

目標を行政と地域で意識できるように高規格堤防整

備事業を諸計画に位置付ける。 

・高規格堤防とまちづくりが一体化した上で、計画策

定や事業調整が行われるように、都市計画マスター

プランや防災計画に沿川整備基本構想を位置付ける。 

・住民の希望をよく聞いて、住み慣れた生活環境やコ

ミュニティを継承して、一度の移転で新しい生活が

始められるような整備手法を普及する。 

・工期短縮とコスト縮減を図るための工夫や技術を開

発・活用する。 

・計画策定や事業調整のために、行政間（国・都県・市 

 区）で情報共有と相互調整の体制を構築する。 

２－３ 荒川沿川整備基本構想への追加項目 

 基本構想の見直しの際に必要と考えられる追加項目

は、以下を提案する。 

・「沿川整備の目標」として、高規格堤防はゼロメート

ル地帯に命山（台風や津波で地域が浸水するときに、

住民が避難するためにつくられた人工高台の通称）

の役割を持つことを記載する。 

・「沿川整備の方針」は、地域の計画との関連を表すた

めに、東京都の都市づくりグランドデザインや防災

計画を反映する。 

・「河川空間の活用方針」は、河川空間を含む一帯が、

平常時には快適で、災害時にも防災機能を発揮し、 

生活を継続できる場所として記載する。 

・「沿川地域の整備構想」に、高規格堤防全体完成時の

姿を示す構想図を作成し掲載する。 

２－４ 合意形成の手法 

 沿川自治体の事業執行にとって大きな影響を与える

合意形成の手法で必要な内容は、下記を提案する。 

・ 工程や施行範囲が分かるように、短期、中期の目標

整備量を設定する。 

・ 広域避難地の配置を描いて、防災上の優先度、市街

地整備上の優先度、事業化困難度などの項目で段階

評価して、優先的に整備を進める地区の選定基準を

設定する。 

・ 国、都県、市区、地元の手続きの進捗をできるだけ

多くの手段を用いて、住民へ周知する。 

 

３． おわりに 

スイスの再保険会社が発表した 2013 年の「自然災害

で最も危険な都市ランキング」4)では、世界の 616 都市

を対象に、地震、暴風雨、高潮、津波、洪水で被災する

人の数を推計した結果、東京・横浜が 1 位、つまり世

界で 1 番被害者が多い危ない都市と位置付けられた。 

東京のゼロメートル地帯の 5 区長は、2015 年 10 月

に広域避難推進協議会を設立し、2018 年 8 月に「江東

5 区で水害が発生したら・・・ここにいてはダメです」

を発表した。実際に 2019 年 10 月の台風 19 号では、江

戸川区の 43 万人に避難勧告が発令された。 

日本の首都東京は、都市として発展しなければなら

ない。リスクが低減して安全な場所になれば、まちが

賑わい、居住者も増えて、周辺地域から東京への長距

離通勤に苦しむ人も軽減され、地域の発展への条件が

増えていくと考えられる。 

関係者が協力して、20年を経た「沿川整備基本構想」

を見直して、一刻も早く事業に着手し、何時来るかも

しれない災害に備えていくことが必要である。 
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